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全日本自治団体労働組合

中央執行委員長　徳永　秀昭
公立病院に関する財政措置に対する要請書
　地方自治の充実・強化のために御奮闘されている貴職に対し心から敬意を表します。

さて、公立病院は、不採算医療や過疎地などの地域医療、新型インフルエンザ対策など、民間医療機による提供が困難な医療を全国各地で展開しています。

現在、公立病院改革ガイドラインに基づき、ほとんどの自治体で公立病院改革プランが策定をされ経常収支などの改善に向けて経営努力が続けられているところです。しかし近年は、厳しい自治体財政・自治体病院財政や、診療報酬のマイナス改定、医師や病院スタッフの不足、地方交付税の減額、過疎化など、公立病院を取り巻く状況は厳しいままとなっています。

このことから、地域医療を確保し、地域住民が安心して暮らしていける地域づくりの観点から以下の点について要請いたします。

記

１．公立病院への財政措置については、行政需要を的確に反映し、増額をはかるとともに、公立病院に係る一般会計からの繰り入れ基準を改善すること。
２．一病床あたりの交付税単価の引き上げを図ること。なお、病床利用率に応じた交付税措置については、病院経営に大きな影響を及ぼすことから、慎重に検討を行うこと。
３．病院事業債の交付税措置を現在の２分の１から、３分の２に拡大すること。
４．基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費に対する措置を改善すること。
５．公立病院事業債の繰り上げ償還の適用拡大を行うこと。

６．感染症病床を持つ公立病院に対して、新型インフルエンザに対応した病床確保や運営に対する財政支援措置を行うこと。

７．地域に根ざした医師を確保するため、自治医科大学の定数の大幅な増員と、義務年限終了後も地域医療に貢献できる仕組みを検討すること。
８．基幹的な病院から地域の公立病院に対する医師派遣経費の交付税措置を行うこと。
９．地域の公立病院から基幹病院への救急搬送を確保するため、病院所有の救急車確保の交付税措置を行うこと。
10．公立病院は、災害時の拠点病院としての機能が求められることから、免震・耐震構造が可能な財政措置を講ずること。
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